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　　　　　金融庁

国際会計基準に基づ《連結財務諸表の開示例の公表について

　国際会計基準に基づく連結財務諸表の開示例を､霜別抵(PDF:952K)のとおり公表します。

　本開示例は､平成21年12月I1 1日に公布された､連結財務諸表の用語､様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令(平成21年内閣府令第73号)、金融庁告示第69号及び関係事務ガイドライン

に基づき､平成22年３月31日に終了する連結会計年度において､指定国際会計基準に基づく連結財務諸

表を初めて作成する場合における開示例を実務の参考として示したものです。

　なお､本開示例を利用する場合には､以下の点にご留意ください。

【留意点】

１．本開示例は､指定国際会計基準に基づく連結財務諸表の作成にあたり、参考となると考えられる

　ものを示すものであり、今後､より適切な開示例を検討していく際の出発点として､広く関係者に提供

　するものです。

２．本開示例はあくまでも例示であり、指定国際会計基準に基づく連結財務諸表の形式及び内容を

　拘束するものではありません。

３．本開示例は、当面、平成22年３月31日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表を念頭にお

　いて作成しており、今後､指定国際会計基準の改訂を踏まえ､適時更新を予定しています。

４．本開示例においては、製造業において一般的に開示されると考えられる事項を例示しています

　が､個々の企業の状況によっては､必須の開示事項と解せられるべきものではなく､また､指定国際

　会計基準に基づき開示すべき事項を､必ずしも網羅していないこともあります。したがって､実際の開

　示に際しては､指定国際会計基準を参照し､個々の企業の実態に即して､財務諸表利用者の判断に

　資するよう､適切な開示形式及び内容を検討することが望まれます。

５．本開示例は､上記のとおり開示形式及び内容を拘束するものではないため､意見公募手続は行

　いませんが､お気づきの点があれば､以下の連絡先までご意見をお寄せください。

　　メールアドレス:､ifrs-illustrative@fsa.gojp

お問い合わせ先

金融庁Tel 03-3506-6000(代表)

総務企画局企業開示課(3657､2761、3680､3672)

金藁41庁/FinancialServices Agency, The Japanese Government

CopyrightCC)2011金融庁A11 Rights Rese p^ed.

ttp://www.fsa.go.jp/news/21/sonota/20091218-Lhtrnl
2011/04/O!



○○株式会社連結財務諸表

連結財政状態計算書
連結包括利益計算書
連結損益計算書及び連結包括利益計算書
連結持分変動計算書
連結キャッシュ･フロー計算書(間接法)

連結キャッシュ･フロー計算書(直接法)

1｡報告企業
2.作成の基礎
3｡重要な会計方針

目　　　次

4｡重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断
5｡未適用の新基準
6.事業セグメント
7｡企業結合及び非支配持分の取得

8｡有形固定資産
9｡無形資産
10.投資不動産
11.持分法で会計処理されている投資
12.その他の投資
13.法人所得税
14.棚卸資産
15.売掛金及びその他の債権

16.現金及び現金同等物

17.売却目的で保有する非流動資産
18.資本及びその他の資本項目

19.配当金

20.その他の金融負債(社債及び借入金を含む)
21.従業員給付
22.繰延収益
23.引当金

24.買掛金及びその他の債務
25.売上収益

26.その他の収益
27.その他の費用
28.人件費
29.金融収益及び金融費用
30.非継続事業
31.1株当たり利益
32.非資金取引
33.株式報酬
34.金融商品
35.オペレーティング･リース

36，関連当事者

37.コミットメント

38.偶発事象

39.後発事象

40.初度適用
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○○株式会社連結財務諸表

連結財政状態計算書
(単位:百万円)

注記 2008年４月１日 2009年３月31日 2010年３月31日

資産

非流動資産

有形固定資産

無形資産

投資不動産
持分法で会計処理されてい

る投資

その他の投資

繰延税金資産

非流動資産合計

流動資産
棚卸資産

売掛金及びその他の債権

その他の投資

現金及び現金同等物

(小計)

売却目的で保有する資産

流動資産合計

資産合計

１



○○株式会社連結財務諸表

連結財政状態計算書(続き)

(単位:百万円)

注記 2008年４月１日 2009年３月31日 2010年３月31日

資本及び負債

資本

資本金

資本剰余金

自己株式
その他の資本の構成要素

利益剰余金

親会社の所有者に帰属す
る持分合計
非支配持分

資本合計

負債
非流動負債

社債及び借入金

その他の金融負債

退職給付引当金

繰延収益

引当金

繰延税金負債

非流動負債合計

流動負債
社債及び借入金
その他の金融負債

買掛金及びその他の債務

繰延収益

未払法人所得税等
引当金

(小計)

売却目的で保有する資産

に直接関連する負債

流動負債合計

負債合計

資本及び負債合計

２



○○株式会社連結財務諸表

(1計算書方式による場合)

連結包括利益計算書(機能別)

(単位:百万円)

注記
白2008年４月１日

至2009年３月31日

自2009年４月１日

至2010年３月31日

継続事業

売上収益

売上原価

売上総利益

その他の収益

販売費

管理費

その他の費用

営業利益

金融収益

金融費用

持分法による投資利益

税引前利益

法人所得税費用

継続事業からの当期利益

非継続事業

非継続事業からの当期利益

当期利益

その他の包括利益

在外営業活動体の換算損益

キャッシュ･フロー･ヘッジの公正価値の

変勅額の有効部分

純損益へ振り替えられたキャッシュ･フ

ロー･ヘッジの公正価値の純変動

売却可能金融資産の公正価値の純変

動
純損益へ振り替えられた売却可能金融

資産の公正価値の純変動

持分法によるその他の包括利益

その他の包括利益に係る法人所得税

税引後その他の包括利益

当期包括利益合計

３



○○株式会社連結財務諸表

連結包括利益計算書(続き)
(単位:百万円)

　一一一一

注記
自2008年４月１日

至2009年３月31日

自2009年４月１日

至2010年３月31日

当期利益の帰属

親会社の所有者

継続事業からの当期利益

非継続事業からの当期利益

親会社の所有者に帰属する当期利益

非支配持分
継続事業からの当期利益

非継続事業からの当期利益

非支配持分に帰属する当期利益
当期利益

当期包括利益合計額の帰属

親会社の所有者

非支配持分

当期包括利益合計

1株当たり当期利益

基本的１株当たり利益(円)

希簿化後１株当たり利益(円)

１株当たり当期利益(継続事業)

基本的１株当たり利益(円)

希簿化後１株当たり利益(円)

４



○○株式会社連結財務諸表

(2計算書方式による場合)

連結損益計算書(機能別)

(単位:百万円)

注記
自2008年４月１日

至2009年３月31日

自2009年４月１日

至2010年３月31日

継続事業

売上収益

売上原価

売上総利益

その他の収益

販売費

管理費
その他の費用

営業利益

金融収益

金融費用
持分法による投資利益

税引前利益

法人所得税費用

継続事業からの当期利益

非継続事業

非継続事業からの当期利益

当期利益

当期利益の帰属

親会社の所有者
継続事業からの当期利益

非継続事業からの当期利益

親会社の所有者に帰属する当期利益

非支配持分
継続事業からの当期利益

非継続事業からの当期利益

非支配持分に帰属する当期利益

当期利益

1株当たり当期利益

基本的１株当たり利益(円)

希簿化後１株当たり利益(円)

１株当たり当期利益(継続事業)

基本的１株当たり利益(円)

希簿化後１株当たり利益(円)

５



○○株式会社連結財務諸表

連結包括利益計算書

(単位:百万円)

注記
自2008年４月１日

至2009年３月31日

自2009年４月１日

至2010年３月31日

当期利益

その他の包括利益

在外営業活動体の換算損益
キャッシュ･フロー･ヘッジの公正価値

の変勅額の有効部分

純損益へ振り替えられたキャッシュ･

フロー･ヘッジの公正価値の純変動

売却可能金融資産の公正価値の純

変動
純損益へ振り替えられた売却可能金

融資産の公正価値の純変動

持分法によるその他の包括利益

その他の包括利益に係る法人所得税

税引後その他の包括利益

当期包括利益合計

当期包括利益合計額の帰属

親会社の所有者

非支配持分

当期包括利益合計

６
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○○株式会社連結財務諸表

(キャッシュ･フロー計算書を間接法で表示する場合)

連結キャッシュ･フロー計算書

(単位:百万円)

注記
白2008年４月１日

至2009年３月31日

白2009年４月１日

至2010年３月31日

営業活動によるキャッシュ･フロー

当期利益

減価償却費
償却費
有形固定資産に関する減損損失

(又はその戻入れ)

無形資産に関する減損損失

(又はその戻入れ)
売却目的で保有する資産に関する減損損失

(又はその戻入れ)

金融収益
金融費用

持分法による投資利益
有形固定資産売却益

持分決済型の株式報酬費用
法人所得税費用
●●●

運転資本の増減

棚卸資産の増減
売掛金及びその他の債権の増減

買掛金及びその他の債務の増減

引当金及び退職給付引当金の増減

繰延収益の増減
●■●

(小計)

受取利息

受取配当金

支払利息
支払法人所得税
■●■

営業活動によるキャッシュ･フロー

９



○○株式会社連結財務諸表

連結キャッシュ･フロー計算書(続き)

(単位:百万円)

注記
自2008年４月１日

至2009年３月31日

自2009年４月１日

至2010年３月31日

投資活動によるキャッシュ･フロー

有形固定資産売却収入

投資の売却収入

子会社の取得による支出

有形固定資産の取得による支出

投資不動産の取得による支出

その他の投資の取得による支出
●●■

投資活動によるキャッシュ･フロー

財務活動によるキャッシュ･フロー

新株の発行による収入
ストック･オプションの行使による収入

非支配持分の取得による支出

株式発行費用

自己株式の取得による支出

借入金の返済による支出

社債の償還による支出

ファイナンス･リース負債の支払

支払配当金
■Ｓ●

財務活動によるキャッシュ･フロー

現金及び現金同等物の増加額

４月１日時点の現金及び現金同等物

為替変動による影響

３月31日時点の現金及び現金同等物

10



○○株式会社連結財務諸表

(キャッシュ･フロー計算書を直接法で表示する場合)

連結キャッシュ･フロー計算書
(単位:百万円)

　　　－一一一一

注記
自2008年４月１日

至2009年３月31日

自2009年４月１日

至2010年３月31日

営業活動によるキャッシュ･フロー

販売代金回収額

仕入代金及び人件費

受取利息
受取配当金

支払利息

支払法人所得税
■●●

営業活勣によるキャッシュ･フロー

投資活動によるキャッシュ･フロー

有形固定資産売却収入

投資の売却収入
子会社の取得による支出

有形固定資産の取得による支出

投資不動産の取得による支出

その他の投資の取得による支出
●■●

投資活動によるキャッシュ･フロー

財務活動によるキャッシュ･フロー

新株の発行による収入
ストック･オプションの行使による収入

非支配持分の取得による支出

株式発行費用
自己株式の取得による支出

借入金の返済による支出

社債の償還による支出
ファイナンス･リース負債の支払

支払配当金
●●■

財務活動によるキャッシュ･フロー

現金及び現金同等物の増加額

４月１日時点の現金及び現金同等物

為替変動による影響

３月31日時点の現金及び現金同等物

ｎ



○○株式会社連結財務諸表

１

報告企業

ｙ　会社の名称(IAS 1.51)

｝企業の本拠地(国及び住所)及び法的形態(IAS 1.138)

ｙ期末日または対象となる期間(IAS 1.51)

ｙ財務諸表の対象が個別企業か企業集団か(IAS 1.51)

ｙ　会社の事業内容及び主要な活動CIAS 1.138)

12



○○株式会社連結財務諸表

2｡作成の基礎

　　｝財務諸表の表示の基礎となる事項(IAS 1.112）

　(1)IFRSに準拠している旨及び初度適用に関する事項

　　ｙ】ＦＲＳに準拠している旨(IAS 1.16､114)

　　｝初度適用に関する事項(IFRS 1)
　　Rq-S㎜d■■㎜㎜㎜■㎜皿皿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-------------------------一一-------･mmmmmma
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　）財務諸表の承認日及び承認者等(IAS 10.17)

(2)測定の基礎

　ｙ　財務諸表の作成に際して使用された測定基礎(IAS1.117)
(3)機能通貨及び表示通貨

　ｙｌＡＳ第21号第８項で定義される表示通貨(IAS1.51)

　鳶　財務諸表中の金額を表示するのに使用される表示単位(IAS1.51)

　ｙ　表示通貨が機能通貨と異なる場合には､その旨及び理由(IAS21.53)

(4)新基準の早期適用(IAS 8.28)
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○○株式会社連結財務諸表

3｡重要な会計方針

　　｝財務諸表を理解するのに適切なその他の会計方針(IAS 1.117)

　　）】ＦＲＳでは特に求められていないが､ＩＡＳ第８号に従って選択され､適用される重要な会計方

　　　　針(IAS 1.121、】ＡＳ8.10)

　(1)連結の基礎

　　　　①子会社

　　　　　ｙ　以下の事項(IAS 27.41)

　　　　　　　　／　親会社が直接的又は子会社を通じて間接的に他の企業の議決権の過半数を

　　　　　　　　　　所有していない場合､親会社と当該子会社の関係の内容

　　　　　　　　ｙ　直接的又は子会社を通じて間接的に被投資企業の議決権又は潜在的議決権

　　　　　　　　　　の過半数を所有しているにもかかわらず、当該議決権の保有が支配を構成し

　　　　　　　　　　ない理由

　　　　　　　　ｙ　子会社の財務諸表が連結財務諸表を作成するために用いられるが､その報

　　　　　　　　　　告期間の末日又は報告期間が親会社の期末日又は報告期間と異なる場合に

　　　　　　　　　　は､子会社の財務諸表の期末日、及び異なる期末日又は報告期間を使用す

　　　　　　　　　　る理由

　　　　　　　　ヽ／　子会社が親会社に対し現金配当、融資又は貸付金の返済の形態で資金を送

　　　　　　　　　　金する能力を著しく損なわせるような厳しい制限の内容と範囲(たとえば借入

　　　　　　　　　　契約や規制当局の規定)

　　　　②関連会社

　　　　　ｙ　以下の事項【】IAS 28.37)

　　　　　　　　／　投資企業が直接的又は子会社を通して間接的に被投資会社の議決権又は潜

　　　　　　　　　　在的議決権の20％未満しか有していないため､重要な影響力を有していない

　　　　　　　　　　と推定されるにもかかわらず､投資企業が重要な影響力を有していると結論づ

　　　　　　　　　　ける理由

　　　　　　　　／　投資企業が直接的又は子会社を通して間接的に被投資会社の議決権又は潜

　　　　　　　　　　在的議決権の20％以上を有しているため、重要な影響力を有していると推定

　　　　　　　　　　されるにもかかわらず､投資企業が重要な影響力を有していないと結論づける

　　　　　　　　　　理由

　　　　　　　　ヽ／　持分法を適用するために用いられる関連会社の財務諸表が報告期間の末日

　　　　　　　　　　又は報告期間が投資企業の期末日又は報告期間と異なる場合、当該関連会

　　　　　　　　　　社の財務諸表の期末日、及び異なる期末日又は報告期間を用いる理由

　　　　　　　　／　関連会社が投資企業に対して現金配当、融資又は貸付の返済の形態で資金

　　　　　　　　　　を送金する能力を著しく損なわせるような厳しい制限の内容と範囲(たとえば、

　　　　　　　　　　借入条項や規制当局の規定)

　　　　　　　　／　関連会社がＩＡＳ第28号第13項に従って持分法で会計処理されていない旨

　　　　③ジョイント･ベンチャー

　　　　　ｙ　共同支配企業に対する持分を認識するために用いた方法(IAS 31.57)

　(2)企業結合

　(3)外貨換算
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○○株式会社連結財務諸表

(4)金融商品

　ｙ　金融商品に関連する財務諸表の作成の際に用いられている測定基礎及び財務諸表を理解

　　　するために適切な､その他の会計方針(IFRS 7.21)

　＞当初認識時の取引価格と評価技法を用いて算定される金額に差異がある場合、当該差異を

　　　純損益で認識する上での会計方針(IFRS 7.28)

　ｙ　以下の事項CIFRS 7.B5)

　　　　　ｙ　売却可能金融資産に指定する場合の要件

　　　　　ｙ　金融資産の通常の売却又は購入が取引日で会計処理されるのか､決済日時点で会

　　　　　　　計処理されるのか

　　　　　／　金融商品の種類ごとの金融商品の正味利得又は正味損失の算定方法

　　　　　／　減損損失が発生しているという客観的な証拠が存在するか否かを判断する場合に企

　　　　　　　業が用いる要件

　　　　　ｙ　条件の再交渉がなければ期日が経過又は減損している金融資産に関し､その条件

　　　　　　　が再交渉されている場合の対象となる金融資産に関する会計方針

　ｙ　現金及び現金同等物の構成要素を決定する上で採用している方針【】IAS 7.46)

(5)有形固定資産

　ｙ　有形固定資産の種類ごとに､減価償却累計額控除前帳簿価額の決定に用いられた測定基礎

　　　CIAS 16.73)

　ｙ　有形固定資産の種類ごとに､採用された減価償却方法､採用された耐用年数又は減価償却

　　　率【】IAS16.73)

(6)無形資産

　ｙ　無形資産の種類ごとに、自己創設無形資産とその他の無形資産と区別して、耐用年数が確

　　　定できないか又は確定可能であるか､確定可能である場合には採用する耐用年数又は償却

　　　率､及び､耐用年数が確定可能な無形資産について採用する償却方法CIAS 38.118)

(7)リース資産

(8)投資不動産

　ｙ　公正価値モデルと原価モデルのどちらを適用しているか(IAS 40.75)

　ｙ　原価モデルを採用している場合､使用する減価償却方法及び使用する耐用年数又は減価償

　　　却率(IAS40.79)

(9)棚卸資産

　ｙ　原価配分方法を含む､棚卸資産の評価に当たって採用した会計方針CIAS 2.36)

(10)減損

(11)従業員退職給付

　ﾝｰ数理計算上の差異の認識に関する方針(IAS19.120Ａ)

(12)株式報酬

(13)引当金
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○○株式会社連結財務諸表

(14)収益

　ｙ収益認識に関して採用された会計方針(役務提供において取引の進捗度を決定するために採

　　用された方法を含む)(IAS 18.35)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-----------‥---------------------------

i　ヽ／物品の販売

ｉ　ｙ役務の提供

｜　ヽ／投資不動産からの賃貸料収益
－
－
－
－
―
ｊ
― ／　利息収入

ｙ配当
　　1(15)政府補助金

等

　ｙ　政府補助金に関して採用された会計方針(財務諸表における表示方法含む)【】AS 20.39)

(16)法人所得税

(17)非継続事業
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○○株式会社連結財務諸表

4｡重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　ｙ見積りを伴う判断とは別に､重要な会計方針を適用する過程で経営者が行った判断(IAS

　　1.122)

　ｙ翌会計年度における重要な修正をもたらす重大なリスクを伴う､将来に関する主要な想定事

　　項及びその他の見積り上の不確実性の主な要因に関する情報(IAS 1.125､129)
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○○株式会社連結財務諸表

5｡未適用の新基準

　ｙ公表はされているが､報告年度で未適用の新基準に関する以下の事項(IAS 8.30､31)

　　　ｙ新しいIFRSの名称

　　　ｙ近い将来行われる会計方針の変更の内容

　　　ヽ／強制適用日

　　　ヽ／適用予定日

　　　ｙ　以下のいずれか

　　　　　　Ｉ企業の財務諸表に及ぼすと思われる影響についての検討

　　　　　　■上記の影響が不明であるか、合理的に見積もることができない場合､その旨の説

　　　　　　　明
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【表紙】

【提出雪嶺1

【根拠条文】

【提出先】

【提出目】

【事業年度】

【会社名】

【英訳名】

【代表者の役職氏名】

【本店の所在の場所l

【電話番号】

【事務連絡者氏名】

【最寄りの連絡場所1

【電話番号】

【事務巡読者氏名】

【縦覧に供する場所】

有価証券報告書

金融商品取引法第24粂第ｉ項

関東財務局長

平成22年６月25日

第69期(自平成21年４月１日至平成22年３月3拝|)

日本電波工業株式会社

NIHOiV DSiPA KOGYD a〕L. LTD.

代表取締役社長竹内　寛

東京都渋谷区僚塚一一丁目50番1.号(笹塚NAビル)

G3(5453)6709

専務取綿役財務本部長若林京一

東京都渋谷区笹塚････-゛']'‘日50番１号く笹塚勁ビル)

03(5453)6709

専務取締役財務本部長若林京--

株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

1/1 IS

　　　　　　EDINET提出畜類

目末尾波工業株式会社[EO]307}

　　　　　　　有価証券報告書



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　EDINET提出御煽

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　町本題波工業株式会社(E0J8Q7}

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有仰圧巻報告書

(:衿連結財務諸表規則(第七章を諦く。以下｢日本瓦準｣という。)によ則乍成した要約建部財務請表

　　なお、日本法律により作成した当連結会計年度の連結財務諸表につきましては､監査法人による監査を

　受けておりません。

　①要約連結賃借対照表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(服役：ほ万印

資産の部

　流動資産

　固定資産

　　有形固定資産

　　無形固定資産

　　投資その他の資産

　　固定資産合計

　資産合計

負債の部

　流動負債

　囚定負債

　負債合計

純資産の部

　株主資本

　評価・換算差額等

　純資産合計

負債純資産合計

②要約連絡損益計算書

　前連結会計学度

(平成21年３月3印)

36,939

26,115

　邸7

3,919
-
30,692
-
67, 632

22.646

?A, 586
-
'J7,232

21,372

△973
-
20.399
-
67,632

　当連結会計年度

（平成22年３只3順）
　-一一

33.659

24､637

　452

4､088
-
29､177
-
62､837

22､964

15､901
-
38､865

25,174･

△1,2昭
一
23,971
-
62,837
　-

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管垣費

常県利益又は営業損失（△）

常県外収益

営案外費用

経常利益又は経常損失（△）

特別利益

特別損失

税金等調差前当期純利益又は

税金等調差前当期純損失（△）

法人税等合冊

当期純利益又は当期純損失（△）

　　前連結会計年度

(白平成20年４月１日

至平成21年３,月割,帥

　　　　　　　5り,170

　　　　　　　54,30９

4,861

一
口,770

一
△6,908

-
1,015

1,250

一
△7, U'i

-

!s. r>30

△25,423

一
　3,450
-
△2S.873

U/U5

　　　　(単位：百万円)

　　当連結会計年度

(自平成21年４月１日

至平成22年３月31日〉

　　　　　　　52, 650

　　　　　　　37,972

1４､677

9,821

4,855
-
　393

　658_

包囲

　820

1,弱8

3.854

-
△145
-
3.999
-



③要約連箱株主資本等変動計算言

株主資本

　前期末残高

　当期変動額

　当期末残高

評価・換算差額等

　前期末残高

　当期変動額

　当期末残高

少欲株主持分

　前期末技高

　当期変勅額

　当期末技高

純資産合計

　麟末騏

　当期変動額

　当期末残高

④要約連節キャッシぷ｀･・フロー計算害

　前連結会計年度

(白平成20年４月1.日

至平成21年３月31印

51､228

△29､855
-
21､372

△24

△9始
-
△973

　113

△113
-　－

51,317

△3Q, 918
-
20,399

　　　　　　EDINET箆出書類

日本電浚工業株式会社(E01S07)

　　　　　　　有能証券報告書

　{単位：百万円}
一
当連結会計年度

(府平成2,1年４月１口

至平成22年3 ri3i0)

21,372

3,802
-
25,174

△973

△230
-

△1. 203
-

　　一

　　一

-

20,399

3,572
-
23,971

　　前連結会計年度

（臼平成20年４月|.ロ

至平成21年３月31 B)

営業活勁によるキャッシュ・フロー

投資活勁によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシ’ュ・フロー

現金及び現会同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び脱会同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

rmis

6､379

△il.S02
-
　,iO,O&3
-

　△356
-

　■1,283
-

! ,1,333
-
15.617

　　当連結会計年度

泊平成21年４月１日

星平成22年３月31日）

　　　　　　　　A, (.m

　　　　　　　　△Z, 871

　　　　　　　　△6.9S1

　　　　　　　　　△97

　　　　　　　　△６,894

　　　　　　　　16. 617

　　　　　　　　8.722



⑤巡錨財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　　　　　　ＥＤＩＮＥＴ脆出書類

日本電波工業株式会社(EOISQ?)

　　　　　　　有能証券報告書

　　前連結会計年度

(自平成20年４月１日

翌平成21年３刃3円助

　　当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
娶平成22年３封幻日)

　(棚卸資産の評価に関する会計基ボ)

　当連結会計年度より、r棚卸資産の評伝に関する会

計基準｣ぐ企業会計基準第９号平成18年７月５日公表

分)を適用しております。

　この変更による損益～ｸ〉影響はありません。

　リース取引に関する会計基準等)

　所有権移転外ファイナンス・リース･取引について

は､従来､通常の賃貸借取引に準じた会計処理によって

おりましたが､当連結会計年度より，Ｆリース取引に関

する会計基準J(企業会計基準第13号(平成５年６月17

日(企案会計蜜議会第一郡会八平成凶年３刃30日改

正Ｄ及びｒリース取引に関する会計基準の遠州指針j

(企業会計法準適用指針第16号(平成６年1.月18臼印

本公認会計士協会会計制度・員会)､平成19年３月30

日改正Ｄを適用し､通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処現によぅております。

　この変更による損益への影響は軽微であり･ま‘祀

　(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

　関する当面の取扱四

　当連結会計年度より、r連結財務諸表作成における

在外子会社.の会計処塔Uこ閲する当面の取扱い｣(実務

対応報告第18号平成18年５月17日)を適用し､連結上

必要な修正を行っておりま七，

　この変更による損益への影響はありません，

　(重要な減価償却資産の減両院却の方法)
　従来､財務諸表総出会社及び国内連結子会社の有形
羽定資産(リース資産を除く)の減価償却方法について

定宗法を採用しておりましたか､当連結会計年度より

定額法に変更しております。
　この良吏は､一昨年秋以降の厭界的な景気悪化を契

識に､先行きの需要見通しか不透明になった関係で一

時的に生産量が減少し、これに対応するため生産体制
の再構築を行い､有形囚定資産の使用状況を見直した
結果､従来は生産量が投資初期により多く発生し逓減

的に費消されると考えられていた有形固定資産の経済
的便益が､その耐用年数にわたって平均的に費消され
ると考えられるようになったため､設備投資のコスト
を毎期平均的に配分することで､より合理的な期同根

益計算を行うことができるとの判断に至ったことから
実施したものであります。

　この結果､従来の方法によった掛合に比べ､売上総利
益が533百万円､営業利益か卵2百万円､経常利益及び税

金等調整的当期純利益が8』3百万円それぞれ増加して

おります。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＥＤ]ＩＮＥＴ提出書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日章電波工業株式会社{E01807}

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有価証券報告書

(４)]ＦＲＳにより作成した連結財務諸表における主要な項目と、日本基準により作成した連結財務諸表

　におけるこれらに相当する項目との差異

　　前連結会計年度[自　平成20年４.月]｡日　至平成2]年３月31日)

　①売上高

　　　日本基準は出荷基準により、IFRSは､リスクと経済価値が顧客に移転したタイミング(着荷基準等)

　で売上高を計上しているため､日本基準に比べ約259百万円増加しておりIます。

　②営業損失

　　日本基準では営業損失に影響を及ぼさない｢営案外損益及び特SI｣損益(金融損益を除く､｡)jを、トＦ

　ＲＳでは営業損失の段階で「その他の営業損益｣として計上しております｡この追いにより、1 FRS

　の営業損失は日本基準に比べ約j8､812百万円増加してお=りますご更に､過年度における日本基準と1 Ｆ

　ＲＳとの減価償却方法(主に残存価額)の違いによる減価償却費の増加と有形固定資産減損損失の減少

　があり、日本基準に比べ約18､472百万円増加しております。

　③税引前当期損失

　　　I FRSでは新株予約植林社債(複合金融商品)を負債と資本に区分し､負債項目の一部を･公正価値

　く時価)で評価するため､社債消却益の増加と社債利､自｡の増加があり、日本基準に比べ約1､065百万円減少

　しております。

　④当期損失

　　日本基準とI.FRSの社債消却益､有形固定資産減損損失及ひ連結上の未実現利益の消去に係る税効

　果の差異により、11本基準に比べ約142百万円餓少しております、

　当連結会計年度(自　平成21年４月!｡目　至　平成22年3 M 31 B)

①売上高

　　日本基準は出荷基準により、I F R Sはリスクと経済価匝が顧客に移転したタイミング(着荷基準

　等)で売上高を計上しているため､目本基準に比べ約60百万円減少しております。

②営業利益

　　日本基準では営業利益に彩管を及ぼさない｢営県外損益及び特別損益(金融損益を除くｊｊを、I F

　ＲＳでは営業利益の段階で「その他の営業損益｣として計上しております｡この違いにより、I. F R S

　の営業利益は目本基準に比べ約870百万円波少しております｡更に､過年度における日本基準と1 F R S

　との減価償却方法(主に残存価額)の違いによる研究開発費と遊休画定資産減価償却費の滅少がありま

　すが､日本基準では認識しない当社及び国内連絡子会社の有給休暇費用の増加により、目本基準に比べ

　約876百万円減少しております。

③税引前当期利益

　　I F R Sでは浙株予釣朧け社債(複合金融商品)を負債と資本に区分し､負債項目の一部を公正価瞭

　(時価)で評価するため､社債償還益の増加と社債利息の増加かおり、日本基準に比べ約豺9百万円増加し

　ております、

④当期利益

　　日本基準とＩF R 5の社債償還益及び連結上の朱実現利益の消去に係る税効果の差異により、|1木鼠

　準に比べ約338百万円増加しております。
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１【連結財務諸表等】

　0.）【連結財務諸表】

　　①【連結財映状態訃算書】

資産の部

　流動資産

　　現金及び現会同等物

　　営業債権

　　棚卸資産

　　未収法人所得税等

　　ぞの血

　　流動資産合計

　非流動資産

　　有形固定資産

　　無形資産

　　投資不動産

　　投資有価証券

　　デリバティブ資産

　　繰延税金賞産

　　ぞの他

　　非流動資産合計

　資産合計

負債の部

　流動員直

　　短期借入金

　　1年内返済予定の長期僕入金

　　営業債務ぞの他の未払勘定

　　和解費用引当金

　　未払法人所得税等

　　ぞの他

　　流動負債合計

　非流説負債

　　新株予釣橋付社債

　　長期借入金

　　繰延税金負債

　　従業員給付

　　資産除去債務

　　和解費用引当金

　　政府補助金繰延収益

　　デリバティブ負債

　　その旭

　　非流動負債合計

　負債合計

資本の部

　親会社の所有者に帰属する持分

　　資本金

　　資本剰余金

　　その旭の資本の構成要素

　　利益剰余金

　　親会社の所有者に帰属する持分合計

　資本合計

気概,及び資本合計

注記
蚤亙

必４

※５

※６

聚７

※8，30

聚９

ぶ10

惣11

ぶ訪

※26

ぶ12

※15

弓U5

必昌

學33

畑i4

※1G,28

※15

聚26

※扨

畑33

ぶ33

ぶ2S

※17

※17

※ほ

　前連結会計年度

（平成21年３月31日）

-15,6J7

n,293

4,916

　933

2.196
-
3j,957

27,043

1,357

　254

　1.069

　　－

　1.306

　,1，358
-
32,390

-
67, US
-

6,233

4,608

10,564

　弱1

　242

　530
-
23,030

　3､085

16√192

　1、199

０
４
一
７
４
'
a

W

-
＾

i
M

t
?
"

C
V

c
r
:

V
-
.

t
.
ａ

り
４

23,650
-
j6,681

,1O,(?49

10, Z'U

△2. 039

　.1,712
-
20.667

一
20,667

-
67,348
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　　　　　　ＥＤＩＮＥＴ提出書類

日本電波工業株式会社(Ｅ0180乃

　　　　　　　有価証券報告書

(単位：百万円)

　当巡結会計年度

（平成22年３月3順）

8,722

J3,318

9,356

　133

　2.110
-
33, 641

25,郎8

　1,155

　　254

　1.297

　　　3

　1.378

土色

3o湧担

生節旦

6. 991

■1,359

10. 224

1,ひ16

　144

　663
-
23.400

　　240

H,848

　1,157

　2,658

　　38

　　311

　　147

　　－

　　560

16,963

-
40. 364

10､649

9､899

△2､208

　5､853
-
24､193
-
24、193
一
例｡558
　　一一



②t連結包低利益計算書】

売上高

売上原価

売上総利益

販亮費及ぴ･･一般管理費

研究開発費

その他の営業収益

その他の営業費用

営泉村益又は営有損失（△）

金融収益

金融費用

税引前当期利益又は税引前当期損失く△）

法人所得税費用

当期利益又は当期損失（△）

ぞの他の包括利益

　在外営業括動体の換尊長益

　売却可能金融資産の公正価値の変動

　損益に振り替丸られた売却可能金融資産の公

　正価値の変動

　その他の包括利益に係る法人所作脱

　税引後その他の包括利益又は包括掛矢（△）

　当期包括利益又は当期包括損失（△）合計

当期利益の蜂鳥

　親会社の所有者

　　律続事業からの当期利益

　　又は当期損失く△）

　　親会社の所有者に帰属する当期利益

　　又は当期損失く△）

　当期利益又は当期損失（△）

当期包括利益合計額の帰属

　親会社の所有者に帰属する包括利益

　又は包括損失（△）

　当期包括利益又は当期包括損失（△）合計

１株当たり当期利益又は当期損失（△）

　基本的１株当たり利益又は損失（△）

　希簿化後１株当たり利益.又は損失（△）

注記

番号

※!!). 2S, 1･1

ぶ2G, 23.24

ぶ21, ^2. 'M

ぶ22

■;&!% 24

※25

聚25

崇2G

※□

必17

※26

※27

１株当たり当期利益又は当期損失（△）（継続事業）

　笹本的１株当たり利益又は損失（△）

　希簿化後１株当たり利益,又は損失（△）

　　前連結会計年度

(自平成20年4 M I B

至平成21年３月3if:l)

　　　　　　　　　m, 429

　　　　　　　　　55,021

　　　　　　　　　　'i, 40B

　　　　　　　　　　9,235

　　　　　　　　　　2. 530

　　　　　　　　　　　271

　　　　　　　　　,18,2ひ4

　　　　　　　　△25, 380

　　　　　　　　　　!,的2

　　　　　　　　　　　970

　　　　　　　　△24,358

　　　　　　　　　　4,373

　　　　　　　　△2S.731

△842

△282

6
0
8
9

　△9751
一
△29, 707

△28. 731

-

△28,731

-
△28, 731

△29､707

-
△29､707

乙j,463.61

△1,463.61

△1,463.61

△lj63.61

=12/135

　　　　　　EDINET提出書類

日本電波工業株式会社(£03307}

　　　　　　　有価証券報告書

　（単位：百万円）
-
当連結会計年度
印平成21年４月1 B
至平成22年３月3順）

　　　52, S90

　　　38, 005
n｡584
-
7, 56ひ

2. 241

1,卯7

1,卯9
-

3,979
-
　712

　3SS
-

4.303
-

　△33
-
4.337

△30i

　2図

　　－

△85
-
△i69
-
4､167

4､337

-

４､337

-
4.337

4,167

-

･i. 167

(単位：印

220.94

200.16

220､9４

200.16



③【連結持分変動計算書】

　　　　　　EDINET提出書類

日本電波工業株式会社(EO)807)

　　　　　　有価証券報告書

(単位：百万円)

資本金
資本側余色

‰営 自己株式 新株予約
後付社債

株式報酬 資本剰余金　合計

平成20年４月１日時点の残高 iO, 649 11､3飼 乙2,7S4 2,827 35 11,433

当期包括損失

　当期損失（△）

　税引後その他の包括損失（△）

　　在外営業活動体の換算損益

　　が却可能金･融資産の公正価値の鈍

　　変動

　当期包括損失（為）合削･

所有者との取引額

　所有者による拠出及び所有者への分

　配

　　良己株式の変物邨

　　胆余金の配当　　　　※18

　　新株予約権付陰債の消却

　　所有者による拠出及び所有者への

　　分配公許

　子会社に対する所有持分の変動額

　　非支配持分の取得

　　子心吐に対する所有持分の変勅額

　　合計

　所有者との取引顛公許

一

一

･一一
■¶¶ ･ 四

ム 0

- ■ a ■ a

△ 0

Al, OSS

一一 　　一

　　乙0

AJ, OSS

△0 △0 △I. OSS ･一一 /5.i.OS9

　　－

● - ･ -

一 △0 △0 △i.om 一 A 1,089

平成21年３月31日時点の残高 10.649 U.;i53 £X2.1?A h T39 35 10､3制

当期包括利益

　胤類別従

　税引後その庖の包括利益又は包括損

　失（△）

　　在外営業活前作の換算損益

　　売却･可能金融資産の公正価値の純

　　変動

　当期包低利益合計

所有者との取引額

　所在者による拠出及び所有者への分

　配

　　自己株式の変動額

　　剰余金の配当　　　　ぞ18

　　新株予約権付社債の僻遠

　　所有者による拠出及び所有者への

　　分配合計

　所有者との取引額合計

一

△0 △０

ム443

- ■ ■ a

　△1

　一

意443

△0 ム0 ム443 △4羽

△0 △0 た44S さ444

平成22年３月31日時点の残高 10. m9 11,353 A2.7S5 l,296 35 9､S99

-!3.'U5



　　　　　　EDINET提出岩泉

日本電波工業株式会社(E01307}

　　　　　　　有価証券報告書

(単位：百万円)

その他の資本の構成要素

利益剰余金

親会社の所有

者に帰農する

　持分会計

粛支配持分 資本公許売征可能
金融資産

在外営業活

動体の換算

　損益

その池の資本の

　構成要常合計

平成20年４祠１日時点の残高 241 ム1,305 乙1,卵4 31.425 52. -145 １Ｂ 52. 553

嶺期包括損失

　当期損失{ム}

　税引後その他の包括損失(△)

　　在外営:震活前作の換算損益

　　売却可能金融資産の公Ξ彊咳の能

　　変動

　当期包柄頭失(ムレ浮評

所有者との取引額

　所有考による拠出及び所存者･､の分
　配

　　自己経穴の変動額

　　剰余金の配当　　　　※1S

　　新株予約権付社債の消却

　　所有者による拠出及び所有者への
　　分配合併

　子会社に対する所有持分の変動躾

　　非支配持分の取得

　　子会趾に対する所有持分の淡島額

　　合計

　所有者との取引額合計

△132

△㈲2 △842

ム!32

A2S.721. A2S, 731

　　△混2

　　ム132

△28.731

　　△S42

　　心μ2

血132 △842 △975

　　心り

　　一一

　　－･■

△2S.73s

　　ム9肘

△29､707

　　　△0

　　ム981

　△1,0?iS

△29､707

　　　△0

　　△9SI

　△1,0S8

△98i A2, 070

△ｎ３

心急､070

　ムn3

－W
心･

- 1

- 一 ム1隠 △□3

r･･･〃 △981 乙2､070 息113 △2,1S4

平成2!年３月31日時点の残高 1咄 A2, HI △2.039 1､712 20､667 2e,667

当期包括利益

　当期利益

　税引後その胞の包括利益又は包括損

　失(△)

　　在外営巣活台臨の換算損益

　　売却可能全県資源の公正価値の純

　　変動

　当期包括利益合冊

所有者との取引額

　所有者による拠出及び所宥者への分
　配

　　自Ｅ株式の受胎額

　　剰余金の配当　　　　※18

　　新味予約唯付防債の償還

　　所有者による拠出及び所有者への

　　分配合計

　所有者との取引頷合計

13!

心肺l

　一

△豹!

　131

4,337 4,3貿

△301

　131

4､337

△301

　131

13i △3叫 ム169 4. 337

△196

4.187

　△1

△196

△443

も167

　△l

△196

△443

一
←●ふ ･

心196 心640 - 心6頓

一 - 一 △196 △6仙 - ム640

平成22年３月3回時点の残高 240 △2,448 △2,208 5,853 24、193 - 24､19a
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④【連結キヤクシュ・フロー計算書l

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期利益又は税引前当期損失（匈

　減価償却費及ぴ償却額

　固定資産処分損

　減損損失

　新株予約梅村社債消却益

　新株予約梅村社債償還益

　和解費用

　和解費用引当金戻入馴

　営業債権の増減額（△は増加）

　棚卸資産の増減額（△は増加）

　営業債務の増減額（△は減少）

　受取利息及び受取配当金

　支払利息

　利息及び配当金の受取額

　利息の･支払額

　法人所得税等の支払額又は還付額（△は支

　払）

　和解費用の支払額

　その他

　営業活動によるキャッ･シ･･,・フロー－

投資活動によるキャフシａ・フIコー

　有形固定資産の取得による支出

　無形資丿産の取得による支出

　投資有価証券その他の資産の取得による支出

　非支配持分の取得による支出

　有形固定資産の売却による収入

　政府補助金による収,入

　投資有価証券その他の資産の売却による収入

　その他

　投資活動によるキャクシ５・フロー

財務活動によるキャクシこ,.・フロー一一

　長期借入れによる収入

　長期借入金の返済による支出

　短期借入金の純増減額（さは減少）

　新株予約梅村社債の償還による支出

　新株予約梅村社債の買入訥却による支出

　配当金の支払額

　自己株式の鈍増減額（△は増加）

　財務活動によるキ,yッシ５・フロー

現企及ぴ視金同等物の増減額｛乙は減少｝

現金及ぴ現金同等物の期首残高

為替変動による影響

税金及び現金同等物の掬末残高

注記

番号

分４

　前連結会計年度

『自平成20年４月｜目

至平成21年３月3』日)

△24, 358

　9, 43f>

　　,田7

　15, 737

　△1,468

　　－

　1.243

　5, 585

　5,069

　△2,256

　△123

　　504

　　117

　△285

　△2｡129

　△587

　△282
-
　fi,371

△11,509

　　△226

　△1.483

　　△165

８
3
3

　･1､572

　　2
-
△11、768
　　－

i5,200

△1,490

　'1,790

　－

△7,4S2

　A978

　ぶ）

-
IQ,036

-
　4. MO

-
11.333

-
　△356
-

i5,r>j7
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　　　　　　EDrNET握出沓類

日本竃波工業株式会社(EQimi)

　　　　　　　有価証券報告書

(単位：百万印

当連結会計年度
平成21年４月１日
平成22年含月31印

　4,3〔〉3

　3. 067

　　弱

　　182

　　－

　△572

　1,151

　△202

△i,994

△.4, 45$

　i,838

　　△37

　　3弱

　　41

　△350

　　738

　△4?2

　　349
-

　4, 008
　…一一

△4,247

　　△95

　　△66

　　　－

9
6
4
8

　393

　　0-
△3.871

　　－

△4,593

　907

△3, D50

　　－

　△196

　△0

-

△6,933
-
△6,797

i5､617

△97
-
8,722
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　　　　　　EDINETIi出沓類

日本電波工業株式会社(E0JSO7)

　　　　　　　有価証券慨吉舎

I連結財務諸表注記】

１、報告企業

　　日本電波工業株式会社は日本国籍の企業であります八豺L及び連結子会社(当社グループ)の主な活動

　は水晶製品やデバイスの製造と販売であります｡当連結会計年度及び前連結会計年度の巡結財務諸表は、

　全ての当社グループにより構成されております。

２。作成の基礎

　（1）準拠の表明

　　　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用詔､様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省

　　令第28号｡以下「連結財務諸表規則」という｡）第93条の規定により､指定国際会計基準(1 FRS)に準

　　拠して作成してお=ります｡連結財務諸表は､平成22年6.月18日において取締役会の承認がなされており

　　ます。

　　　当社は､連結財務諸表規則第１条の２第1､号イ～ノ･ヽ及び二（3）に定める要件を満た’しており、同条に

　　定める特淀会1:1:に該当いたします、

（2）表示通貨

　　連結財務紫衣の表示通貨は日本円であり､百万円以位で切り捨てて衣示しております。

（3）測定の基礎

　　公正価値で評価されるデリバティブ金融商品及び売却可砲金融資産を除き､資産及び負債は取得原

　価を基礎として作成しておりま十、

(4)見積り及び判断の利用

　　ＩＦＲＳに準拠した連結財務諸表の作成において､経常者は､会計方針の適用並びに資産､負債､収益

　及び費用の金額に影響を及ぼす判断､見預り､仮定を行うことが義務付けられております｡実際の業績

　は､これらの見頑りとは異なる場合があります。

　　見積り及びその基礎となる仮定は継親して見直されます｡会計上の見積りの変更は､見積りが変更さ

　れた会計期間及び影響を受=ける将来の会計期間において認識されます。

　　経営者が行った連結財務諸表の金額に航要な影響を与える判断及び見積りはgぇ下のとおりでありま

　す。

　　・事業セグメンIヽの決定(注記3.)

　　・固定資産の耐用年数及び残存価額の見積り{注記８､及び９.}

　　・引当金の会計処理と評価(注記33j

　　・棚卸資産の評価(注記６､)

　　・営業債権その他の受取勘定の回収可能性(注記5.及び28.)

　　・繰延税金資産の回収可能性(注記26.)

　　・減損テストの基礎となる計画と評価の前提(注記８､及び９.)

(5)新会計基準の適用の影響

　　当社グループは当連結会計年度より以下の基準を採用しております。

　　・IAS第1.号(平成19年9J!改訂：財務諸表の表示)

　　・IAS第23号('平成19年3Jil改訂：借入費用)

　　・IFKS第７号(平成21年３月改訂：金融商品一開示)

　　-IFRS第８号(平成18年11月：事業セグメント)

　　基準はそれぞれの経過規定に従って適用されておりま才､当連結会新年度における当社グループの

　連結財務諸表への主な影響は､以下のとおりであります。

祁八]５



　　　　　EDINET罷出書類

町本電波工業採式会社(Ｅ0180刀

　　　　　　有能証券慨吉舎

①US第ｔ号(財務譜表の表示)

　　改訂後のi認第１号｢財務諸表の表示｣の適用に伴い､所有者以外との取引による全ての資本の変

　動顛を連結包括利益計旅舎に表示し､所有者との取引による全ての資本の変動顛を連結持分変動計算

　書に表示しております｡比較情報は､改訂後の工AS第1､号に準拠じて修正再表示されております｡この

　会計方針の変更は表示にのみ影響するためユ株当たり利益に影響はありません。

②IAS第23号(借入費用)

　　従来､当社グループは全ての借入費用を即時に費用として認識しておりましたが､資産計上目が平

　成幻､年４月１日以降である適格資産に関連する借入費用について､適格資産の収得､建設又は生産に

　直接起因する借入費用を当該資産の取得原価の一部として資産計上しております､この借入費用に孫

　る会計方針の変更については､IAS第23号の経過規定に準拠して､比較数値は修正再表示しておりませ

　ん｡なお、１株当たり利益への重要な影響はありません。

③IFRS第７号(金融商品一開示)

　　改訂後のIFRS第７号「金融商品一開示｣の適用に伴い､公正価値で測定される金融商品について、

　測定に用いたインブジトの観察可能性及び狼戻性に応じた公正価値測定額を､公正価値ヒエラルキー

　の３つのレベルで開示しております｡また､流動性リスクに関する定性的情縁及び定量的清雅を追加

　的に開示しております､比較貴報は､狂RS第７号の経過規定に準拠して修正再表示しておりません。

④IFRS第８号(事魯セグメント)

　従来､当社グループは事業セグメントをIAS第14号づセグメン}ヽ報告Jに準拠して決定及び表示し

　ておりましたか､当連結会計年度より､経営者に対して内部的に提供される惨報に基づいて事業セグ

　メントを決定及び表示しております｡比較ヤグメント情報は､las第８号の経過規定に準拠して修正

　再衷示しております｡この会計方針の変更は表示及び開示のみに影響するため、１株当たり利益に形

　響はありません、

　会計方針はグループ会社に･一貫して適用されており､特に明記しない限り過年度に使用した会計方

針と･･一致しております。

㈲逐結の基礎

　①子会社

　　子会社とは､当社グループかその活動から便益を享受するために､その会社の財務及び経営方針を

　直接的もしくは間接的に支配している会社であります｡子会社の財務諸表は､支配の開始日から中止

　目まで連結財務諸表に含まれております。

　②連結消去取引

　　グルーブ会社間の債権債務残高及び取引並びにグルーブ会社間の取引から生じた未実現利益は､巡

　結財務諸表の作成にあたり相殺消去しております､未実現損失は､減損の兆候が無い限り未実現利益

　と同じ方法で消去しております。

　③連結の範囲

　　親会社を含む連結の範囲は､当連結会計年度は]7社､前連結会計年度は16社から構成されておりま

　す､当連結会計年度宋及び前連結会計年度末において｡全ての子会社は逓信されております。

　　なお､当連結会計年度より新たに設立した蘇州Iﾐ1電波工業貿易有限公司を連結の範囲に含めており

　ます。

（7）外貨

　①外貨取引

　　外貨による取引は､取引日の為替レートで各グループ会社の機能通貨に換算しております｡外貨建

　金銭債権債務は期末日の為替レードで職能通貨に換算し､換算差損は損益として認識しております。

　取得原価で測定された外貨建の非金銭債権債務は取引日の為替レー1ヽで､公正価値で測定された外貨

　建の非金銭債権債務はぞの公疋価値が測定された日の為替レートで橋詰通貨に換算しております。
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　　　　　　ＥＤＩＮＥＴ係出畜類

日本電波工業株式会社(EO3SO7)

　　　　　　　有能証券報告書

②在外子会社の財務諸衷

　　在外子会社の資産及び負債は期末日の為替レードｅ円貨に換算し､収益及び費用は畑中平均為替

　レーヽで円貨に換算しております｡換算により生じた差額は､在外営業后動体の換算損益としてぞの

　他の包括利益で認識しております、

　　円貨に対する主要通貨の換算レートは以下のとおりであります、

前連結会計年度 当連結会計年度

期末日レート 期中平均レー1ヽ 期末日レート 用字平均レート
アメリカ・ドル

イギリス・ボンド

欧州・ユーロ

中国・人民元･

香港・ドル

マレーシア・リン･ギット

シンガポ,･･ル，ドル

　98､23円

140､45

129』4

　.t.'i. O f

　12. 67

　20.90

　6-.166

IDO.62円

174. 96

hU. 43

lA. 65

12. 94

辿.洵

70. 30

　93. 04円

14り.40

124. 92

　j3.応答

　.11. 98

　2S. 45

　66. 50

　93､04円

147､26

130､62

　13､62

　掟､00

　部､81

　65.りI

(8トデリバティブ金融商品

　　当社グループは､営業活動､財務活動､投資活動に起因する外貨換算及び金利のリスクを抑制するた

　めにデリバティブ金融商品を利用しております。

　　当社グループはＪt務方針によりトレーディング目的のデリバティブ取引は行っておりません.m

　し､当社グループのデリバヲィブは･ヽッジ会計の要件を満たさないため、トレーディング目的として会

　計処理を行っております。

　　組込デリバティブは､以下の条件を全て満たす香合､主契約から分離してデリバティブとして会計処

　理を行っております。

　①主契約と組込デリバティブの経済的特徴及びリスクが柵接に関連していない場合

　②組込デリバティブと同一条件の独立した金融商品であればデリノ1岬ィブに該当すること

　③組込デリバティブを含む金融商品全体が公正価値で測定され､公正価値の変動を損益で認識するも

　のでないこと

　　デリパティブは当初公正価値で認識され､付随する取引コストは発生時に費用として計上しており

　ます｡当初認識後は､デリバティブは金融機関の見積りによる公正価値で測定され､その公正価値の変

　動は即時に損益として認識されます。

　　当社グループは､認識されている金融資産及び負債､確定している契約や将来の取引に関する為替!J

　ヌクを未然に防ぐため､先物為替予約と通貨｡スワップ契約を利用しております｡この場合､･ヽッジ会計

　は適用されず､ヘッジ手段の公正価値の変動は損益として認識されます。

（9）現金及び現金同等物

　　現金及び現全局催物は､手許現金､随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ､価値の

　炭価について僅少な､リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から

　なづております。

GO）営業貴賤その他の受取勘定

　　営業價権ぞの他の受取勘定は､公正価値で当初認識しております｡当排認識後は実効金別法による價

　却原価から減禍根失を控除した金額で測定しております。
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　　　　　　EDINET提出書類

日本電波工業株式会社[EO]8朗

　　　　　　　有隋証券報告書

(10棚卸資産

　　棚卸資産は､原価と疋味実現可能価額のいすれか低い額により評価されております｡正味実現可能価

　額は､通常の事業過程における見積売価から､完成までに要する見槙原価及び見積販売費用を控除した

　額であります｡原価は､主に原材料に関しては移動平均法､製品・半製品・仕掛品に関しては先入先出

　法に基づいて算定されており､降人原価､加工費及び現在の場所及び状態に至るIまでに要した全ての費

　用を含んでおります｡加工費には､固定及び変動の製造間接費の適回な配獣類も含まれます。

(12)有形固定資産

　①所布資産

　　有形固定資産は､取得原価から減価俊郎累計額と減損征矢累計額((16)参照)を控除した額で測定し

　ております｡取得原価には､資産の取得に直接付随する支出と､解体､除去及び設置していた場所の原

　状回復費用及び資産計｡1こすべき借入費用か含まれております。

　②リース資産

　　資産の所布に伴うリスクと経済的便益か実質的に全て移転するリースは､ファイナンス・リースと

　　して分類しております､ファイナンス・ジースによるリース資産は､リース開始ｎに算定した公疋価

　値又は最低支払リース料総額の現在価値のいずれか低い金額から､減価償却累計額(④参照)と減損損

　失累計額((16)参照)を控除した金額で測定しております｡将来の支払リース料は金融負債として計.L

　しております。

　③取得後の支出

　　有形固定資産の一部を交換するために要する費用は､当該部分に伴う将来の経済的便益かもたらさ

　れることか予想され､当該費用を倍額をもって算定できる場合はその後節価額で認識し､交換された

　部分の帳簿価額にういては認識を中上じております｡日常的に行う有形固定資産の保守費用は､発生

　時に損益として認識しております。

　④減価償却費

　　営業目的か投資不動産((15)参照)かに閉わらず､減価償却費は下記の見積耐用年数にわたって定額

　法により焚刑計上しております。

　　　・建物及び構築物　　　3～50年

　　　・機械装置　　　　　2～20年

　　　・車両運搬具　　　　２～６年

　　　（[具･籐具及び備品　　2～20年

　　　り一ス資産は、リース期間の終了時までに所有権の移転が確実である場合は見積耐胚胎数で減価償

　却を行い､不明確な借金は見積耐用年数とリース期間の短い方で減価貧却を行っております｡土地及

　ぴ建設仮勘定については減価償却を行づておりません……償却方法､耐用年数及び残存価額は毎期見直

　しを行っております。

　　なお､前連結会計年度において､主要な機械装置の耐用年数について変更しております｡･また､当巡

　紘会計年度において､当社及び国内連結子会社の建物を除く有形囚定資産の償却方法を､定率法より

　定額法に変更しており'ます｡また､建物及び構築物の残存価額についても見直しを行い､従来､取得価

　額の10％としていたものをゼロに変更しております｡(注記8.参照)

(13)無形資産

　　将来の経済的便益が企業に流入する可能性が高く、取得原価を信頼性をもって測定できる場合にの

　み､無形資産として計上しております｡当初認識後､のれんを除く無形資産は､取得原価から償却累計額

　と減損損失累計穎((16)参照)を控除した額で測定しております。

　①のれん

　　のれんは､当社グループが取得した持分の取得原価が｡諏別可能な取得資産負債の公正価値の純額

　　を上回る場合の超過額を示しております｡のれんは減損損失累計額を=控除した取得原価で測定してお

　　ります｡のれんの償却は行わず､毎期減損テスIヽを行い､該当する場合は減損損失を計上しておりま

　　す｡なお､のれんの減損の戻入は行いません。
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　　　　　ＥＤＪＮＥＴ提出省類

日本電波工案株式会社[EO]S07)

　　　　　　有価証券報告書

②ソフトウェア

　　ハードウェアと一体不可分のものを諭告、ソフトウェアの取得原価は無形資産として計上しており

　ます。

③特許権

　　特許|咎の取得原価は無形資産として計上しております。

④研究開発

　　新しい科学的又は技術的な知識や理解を得るために行われる研究活動に対する支出は､発生時に費

　用処理しでおります｡開発活動に対する支出については､開発費用か信頼性をもって測定でき､技術的

　かつ商業的に実現可能で､将来的に経済的便益をもたらす可能性が高く、開発を完了し､それを使用又

　は販売する意図及びぞのための十分な資源を当社グループが有している場合は資産計上を行い､それ

　以外は発生時に費用処理しております。

⑤事後的な支出

　　無形資産の事後的な支出は､その支出が関連する特定の資産に対する将来の経済的便益を増加させ

　る場合のみ資産計上しております､それ以外の支出は､発生時に費用処､理しております、

⑥償却額

　　のれん以外の無形資産は､耐用年数が確定できないものを除き使用可能となった日から償却を行

　い､下記見積耐用年数にわたって定額法により費用計上しております｡償却方法､耐用年数及び残存価

　額は毎期見直しを行っております、

　　・ソフトウェア　　3･､･5年

　　・特許権　　　　５～８年

(14)投資有価証券

　　投資有価証券は全て売却可能金融資産に分類され､一公正価値で測定しております｡公正価値の変動に

　よって生じた評価差額は、「売却可能金融資産の公正価値の変動」としてその他の包括利益に計上し

　ております｡売却又は減損損失を計上した場合は､それまでにその他の包括利益に計上した累積損益を

　含め､その期の損益に振り替えております、

　　売却可能金融資産の公正価値は､期末IEIの終値を使用し､認識及び認識の中止は取引FI基準によって

　おります。

　　売却可能金融資産により発生した受取利息及び配｡当金は､それぞれ受取利息及び配当金として金融

　収益に計上されております。

G5)投資不動産

　　投資不動産は､取得旱価から減価償却累計額((12)参照)と減損損失累計額((16)参照)を控除した額

　で測定しております。

(16)資産の滅損

　①金融資産

　　公正価値で測定しぞの変動を･損益で認識する金融資産以外の金融安彦については､毎期末日に減損

　　しでいることを示す客観的な証拠が存在するかについての評価を行っておりますＥ金融資産は､客観

　　的な往路によって損失事象が当該資産の当排認識後に発生したことが示されており､かつ当球根失事

　　象によってその金融資産の見積将来キャッシュ・フローにマイナスの形響か及ぼされることか合理

　　的に予測できる場合に減損していると判定されます。

　　金融資産が減損していることを示す客観的な証拠には､債務者による支払不履行又は滞納､当社グ

　ループが債務者に対して､そのような状況でなければ実施しながりたであろう条件で行った債権のリ

　ストラクチャリング､債前者又は発行会衆が殖産する兆候､活発な市場の消滅等が含まれております。

　持分証券に対する投資については､その公正価値が原価を著しく又は長期にわたって下回る場合も、

　減損の客観的な往路となります。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＥＤＩＮＥＴ提出書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本電波｡工業株式会社tEOJ307)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有価証券仮借書

　　当社グループは､債権の減損の証拠を､個々の資産ごとに検討するとともに全体としても検討して

　おります｡個々に重要な債権は､個々に減損を評価しております｡個々に重要な債権のうち個別に減損

　する必要か無いものについては､発生しているか未特定となっている減損の有無の折節を全体として

　実施レておりま十｡個々に重要でない債権は、リスクの特徴が類似するものごとにグルービングを行

　い､全体として減損の評価を行っております。

　　全体としての減損の評価に際しては､債務不躾行の可能性､回復の時期､発生損失額に関する過去の

　傾向を考慮し､現在の経済及び信用状況によって実際の損失か過去の傾向より過大又は過小となる可

　能性を経営者が判断し､調整を加えております｡

　　償却原価で測定される金･融資産の減損損失は､ぞの帳簿価額と、当該資産の当初の実効金利で割り

　引いた見積将来ギャグシュ・フローの現在価値との差額として測定されます､減損損失は損益として

　認識しｊ官権に対する引当額に含めております｡減損を認識した資産に対する利息は､時の経過に伴う

　割引額の割戻しを通じて引続き認識され｀といに減損損失認識後に減損損失を波額する事象が発生｡した

　場合は､減員損失の減少額を損益として戻し入れております、

　　売却可能金融資産に対する拡損損失は､その他の包括利益で認識し､資本の構成要素である売却可

　能金蔵資産の公正価値の純変動に計上していた累積損失を損益に振り替えて認識しております｡その

　他の包括利益から損益に振り替えられる累積損失額は､元本返済額及び償却額を相殺後の取得原価と

　現在の公正価値との差額から､過去に損益として認識済みの減損損失を控除した額となります。

②非金融資産

　　棚卸寅彦及び繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産の帳簿価額は､期末FIごとに減損の兆

　候の有無を判断しております｡減損の兆候が存在する場合には､当該資産の回収可能価額を見積もっ

　でおります｡のれん及び耐用年数を確定できない又は未だ使荊可能ではない無形資産については､回

　収可能価額を毎期同じ時期に見積もっております、

　　資産又は資金生成単位の回収可能価額は､使用価値と売却費用控除後の公正価値のうちいずれか大

　ぎい方の金額としております､使用価値の算定において､見積将来キャッシュ・フローは､貨幣の時間

　的価値及び当該資産に固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いておりま

　すＪ

　ブのキャッシュ・インフローから､概ね独立したキャッシこｰ゛インフローを生成する最小の資金生成

　単位に統合しでおります｡のれんの減損テストを行う際には､のれんが配分される資金生成単位を､の

　れんか関連する最小の単位を反映して減損かテストされるように統合しております｡企業結合により

　取得したのれんは､組合のシナジーが得られると期待される資金主成年位に配分しております。

　　当社グループの全社資産は､独立したキャッシュ・インフローを生成いたしません､全社資産に減

　損の兆候がある場合､全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を決定しております。

　　減損損失は､資産又は賞金生成単位の帳簿価額が見積回収可能価額を超過する場合に損益として認

　識いたします｡資金生成単位に関連して認識した減損損失は､まずその単位に配分されたのれん･の帳

　簿信順を談額するように配分し､次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額いた

　します。

　　のれんに関連する減損損失は戻入いたしません｡ぞの他の資産については､過去に認識した減損損

　矢比､毎期末日において損失の減少スは消滅を示す兆候の有無を評価レCおります｡回収可能価額の

　決定に使用した見積りが変化した場合は､減損損失を戻し入れます｡減員損失は､減損損失を認識しな

　かった場合の帳簿価額から必要な減価償却費及び償却額を控除した後の帳簿価額を超えない金額を

　上限として戻し入れます。

0｡7）営業債務その他の未払勘定

　　営業債務ぞの他の未払勘定は､公正価値で当初認識しております｡当初認識接は実偽金刑法による償

　却原価で測定しております、

(18)短期借入金及び長期借入金

　　短期借入金及び長期借入金は､付随する取引費用を除いた公正価値で当初認識しておりますｊ作初認
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識後は実効金刑法による償却原価で測定しております。

　　　　　　FXTNET提出書類

日本題波ヱ業株式会社(E01S07}

　　　　　　　有価証券報告書

(19)新株予約権付社債

　　新株予約袖付社債の発行による収入は､発行時に負債部分､負債部分から分離された組込デリバティ

　プ部分((8)参照)､資本部分に区分しております｡負債部分の公正価値は､転換権の無い類似した負債の

　ｰ一般的な市場金利を使用して算出しております｡分離された組込デリバティブ部分の公正価値は､金融

　機関の見積りに基づいて算a.1しております。

　　新株予約権付社債の発行による収入と､負債部分及び分離された組込デリバティブ部分の公正価値

　との差額は､負債を資本に転換するための権利として資本の部に含めており､その金額の再測定は行い

　ません。

　　付随する取引費用は､当初の既陣価額に比例して負債部分､負債部分から分離された組込デリバティ

　プ部分､資本部分に配分しております。

　　負債部分は､損益を通じて公正価値で測定されるものを除き､実効金利法を使用して償却原価で測定

　しております。

(20)引当金

　　引当金は､過去の事象から生じ､た法的又は推定的債務で､当該債務を決済するために経済的便益が流

　出する可能性が高い場合に認識Iしております｡貨幣の時間的価値及び必要に応じてその負債に特有の

　リスクを反映させた税引前割引率で割り引いた期待将来キャッシュ・フローにより、引当金の額を算

　出しております｡時の経過に伴う割引額の割戻しは､金融費用として認識しております。

　①資産除去債務

　　賃借契約終了時に原状回復義務のある賃借事務所の原状回復費用見込額について､資産除去債務を

　計上しております。

　②和解費拐引卦企

　　当社製品に起因する顧客の損害に対する当社負担見積額を証上しております。

(21)従業員給付

　　従業員給付費用は売上原価､販売費及び一般管理費､及び研究開発費に含まれております。

　①確定給付制度

　　確定給付制度の債務額は､当期及び前期以前の勤務の対価として従業員が獲得した将来の給付の見

　積額を現在価値に割り引いた頷から､緋度資産の公正価値を差し引いた額であります｡割引率は､期末

　日坂在の､満期までの期間か確定給付制度債務と近似する国債の利回りを使用しております｡計算は、

　予測眼位倍増方式により､資格を持つ年全数理人が行っておりますご数理計諒上の差異は､従業員の平

　均残存勤務期筒内であるj.0年で定額法により按分した額を､それぞれ発生の翌年度から費用処理して

　おります。

　②確定拠出制度

　　当社及び一部の子会社の従業員には､その地域の慣行や法律に基づき確定拠出制度か適用されてい

　ます｡確定拠出制度への拠出は､発生時に費用として認識レCおります｡また､当社は確定給付制度の

　複数事業主制度も採用しておりますが､改定給付制度の会計処理を行うために必要な当社杵分に対す

　る確定給付債務及び制度資産に関する十分な情報が人手できないため､確定拠出脈度と同様に処理し

　ております。

　③短賠従業員給付

　　短期従業員給付は､割引計算をせず､関連するサービスが提供された時点で費用として認識してお

　ります｡賞与及び有給休暇費用については､ぞれらを支払う法的もしくは推定的な債務を有し､信頼性

　のある見積りが可能な場今に､ぞれらの制度に基づいて支払われると見積もられる額を負債として詔

　識じております、
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　　　　　　EDINET提出書類

日本電波工業旅次会社(EO)807)

　　　　　　　有価証券報古書

④株式報酬

　当社グループのストック・オプションは､取締役及び特定のグルーブ会社従業員に対し付与されて

おります｡付与されたオプションの公正価値は､付与目以降､権利が確定するまでの期間にわたって、

対応する資本の増加を伴い人件費として費用計上しております｡付与されたオプションの公正価値

は､オプションの諸条件を考慮し､ブラック・ショールズ公式を使用して算出しております｡Iまた､条

件については定期的に見直し､必要に応じて権利縮定数の見積りを修正しております。

(22)売上高

　　物品の販売による収益は､受領した対価又は受領可能な対価から､値引き､凱戻しを減額した公正価

　値により測定されており･ます｡物品の販売による収益は､物品の所有に伴う重要なリスクと経済価値か

　顧客へ移転し､物品に対する継続的な管理上の関与がなく、その取引に関連する経済的便益が流入する

　可能性か高くなり､その取弓に関連して発生した原価と収益の金額を､信頼性をもって測定できるとき

　に認識されております｡まだ､ロイヤルティは契約内容に従って発生主義で認識しております｡

(23)政府櫨前金

　　特定の投資に対する政府補助金は､補助金交付のための条件を満たし､補助金を受領することに合理

　的な保証がある掛合は公正価値で測定レ繰延収益として認識しております｡発生した費用に対する補

　肋企は､費用の発生と同じ期間に規則的に収益として計上しております､資産の取得に対する補助金

　は､資産の耐用年数にわたって規則的にぞの他の営業収益として計上しております。

(24)輸送費用

　　裂品の輸送費用は､販売費及び一般管理費に計上しております。

(25)支払リース料

　(Dオペレーティングリース

　　オペレー－ティング・リー｡ス料は､リース期間にわたり定額法で費用計上しております。

　②ファイナンス・リース

　　験低り一ス料は､金融費用とリース債務の減少に配分しでおります｡金融費用は､リース債務残高に

　対して一定の利率となるように､リース期間にわたって冬期間に配分しております。

(26)金融収益及び金融費用

　　金融収益及び金糸費用は､主に受取利息､受取配当金､実効金別法により計算された借入金に対する

　支払利息､為替差損益､デリバティブ衆敵商品の公正価値の変動額､売却可能金融寅彦の減禍根失及び

　売却損益で構成されております。

　　受取利息は､実効金別法により発生時に収益として計上しております｡受取舵当金は､配当を受け取

　る極刑が確定した時点で収益として計上しております｡借入費用は､適格資産の取得､建設又は御造に

　直接関連するものを除き､実効金利法により費用として認識しております。

(27)法人所得税

　　法人所得税は､当期税金及び俳話税金で構成されており、資本の部スはぞの他の包括利益に計上され

　る項目から生じる税金を除き､損益として計上しております。

　　当期税金は､期末日において施行されているか､実質的に施行されている税率を使用した､当年度の

　課税所得に対する納税見込額あるいは週汁見込額に過年度の納税調差額を加味したものであります、

　　繰延税金は､資産負債法により､会計上の資産及び負債の帳簿価額と税務上の資産及び負債金額との

　……ぉか差具に対して計上しておりますいなお､次の一時差異に対しては､繰延税金を計上しておりません。

　　・税務上損金算入されないのれん

　　・会計上の利益と課税所得のどちらにも影響を与えない寂寂及び負債の当初認識

　　・子会社への投資で､予見可能な将来において一時差異が解消されない可能性が高い場合
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　EDINET提出書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本電波工業株式会社(Ｅ01807)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有価証券報告書

　繰延税金は､期末日に施行又は実質的に施行されている法律に基づいて､･一一･一時差具か解消されると予

測される税率を用いて測定いております。

　繰延税金資産及び負債は､当期税金資産及び負債を相殺する法律上強制力のある複利を有しており、

かつ法人所得税が同一の税務当局によって同一の綺脱主体に課されている場合､又は異なる訥脱主体

に課されているものの､これらの納税主体が当期税金資産及び負債を純額ベースで決済することを意

図している場合､もしくはこれら税金資産及び負債が同時に実現する予定である場合に祖殺しており

ます。

　繰延税金資産は､税務上の繰越欠損金､欠損金の繰戻還付及び将来減算……ほ存差異に対して利用できる

課役所得が発生すると見込まれる範囲内で計上しております｡また､税務上の恩恵か受けられない可能

性が高くなった繰延税全資産は減額しております。

(28)セグメント情報

　　事業セグメントは､企業グループ内の他の構成要素との取引に関連する収益及び費用を含んだ､収益

　を稼得し費用を発生させる事業活動に従事する構成要素のひとつでありま‘れ

　　当社グループの事業内容は､水晶関連製品のｰ一員製造とその販売であり､財務情報が入手可能で､か

　つ各セグメントヘの経営資源の配分及び業績評価を行うために､経営者か定期的にレビューする事業

　は個別に存在しないため､単･･-のセグメントとして團示しております。

(29)未適用の新基準及び解釈指針

　　国際会計基準審議会は次の基準､解釈指針及び既存の基準の改正を発行しておりますが､まだ適用が

　強制されておらず､当社グループにおいて早期適用していない基準は以下のとおりであります。

　　・IAS第１号(:平成2)弗４月及び平成22年･５月改訂：財務諸表の表示)

　　（|循第７号(平成21年４月改訂：キャッシこ･・フロー計算書)

　　・IAS第17号(平成21年４月改訂；リース)

　　・IAS第24号(平成21年uM改訂：関連当事者についての開示)

　　・IAS第27号(平成24)年１月及び平成22年５月改訂：連結及び個別財=務諸表)

　　・IAS第32号[平成2i年]｡0月改訂：新株予約権の分類)

　　・IAS第36号(軍政21年４月改訂：資産の滅損)

　　・IAS第38号(平成21年４月改訂：無形資産)

　　（llAS第39号(軍成21年４月改訂；金融商品)

　　・ims第１号(平成21年7.月、平成22年１､月及び平成22年５月改訂：国際財務報告基準の初度適用)

　　・IFSS第２号(早成2i年4JI及び平成2i年６月改訂：株式報酬)

　　・IFRS第３号(平成20年し月及び平成22年５月改訂：企業結合)

　　・IRRS第５号(平成2i年４月改訂：売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業)

　　・IE=RS第７号(平成22年５月改訂；金融商品一開示)

　　・IFRS第８号(平成2i年４月改訂：事業セグメント)

　　■IF8S第９号(平成21年11月：金融商品)

　　・IFRIC第９号(平成21年４月改訂；組込デリ｡パティブの再査定)

　　・IFRIC第13号(平成22年５月改訂：カスタマー・ロイヤルティ・プログラム)

　　・IFRIC第14号(平成21年11月改訂:IAS第19芳一確定給付資産の上限､最低積立要件及びそれ､らの相

　　　互関係)

　　（IRIC第16号(平成21年４刃改訂：在外営業括動体に対する純投資のヘッジ)

　　・rFRIC第1?号(平成20年11､月：所有者に対する非現金資産の分配)

　　（[FRiC第19号(平成21年11月改訂：持分金融商品による金融負債の消滅)

　　金融資産を企業のビジネスモデル及び金融資産の契約上のキヤクシュ・フｐ－に基づいて２つの主

　要な測定区分(償却原価又は公正価値)に分類することを要求するI FRS第９号を除き、これら未適

　月|の基準等で当社グループの連結財務諸表に重要な影響を及ぼすものはありません。
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印建設仮限定

　　建設仮勘定の内訳は次のとおりであります。

　　　　　　ＥＤＩＮＥＴ脆出沓類

日本電波工業株式会社(Ｅ01807)

　　　　　　　有価証券報告書

厚位：百万円）

　前連結会計年度
(平成21年３月3回)

　当連結会計年度
(孚成22年３月3順)

水品振動子､水晶発振器､光学製品用の生産設備

生産工場の噌改築ぞ古川ＮＤＫ､蘇州ＮＤ幻

研究開発棟（狭山事実所）

J.JI9

　－

3,em

　759

1,330

　　－

㈲見積りの変更

　前連結会計年度(自　平成20年４月1.日　至平成21年３月3)印

　　当社及び区内連結子会社は､現在及び今後の固定資産の使用状況を考慮して､主要な機械装置の耐用

　年数を変更じております。

　　この結果､平成21年３月期の減佞償却費は1､077百万円増加しております｡また､この変更により平成

　22年３月期には196百万円､平成23年３月期には66百万円減価償却費か増加し､それ以降の期で1､UO百

　万円減価償却費が減少する見込みであります。

当連結会計年度(自　平成21年４.91日　至平成22年３月31､日)

　有形固定資産の使用状況を見直した結果､当社及び国内連絡子会社の建物を除く有形固定資産につ

いて､経済的便益が平均的に費消されると考えられるようになったため､償却方法を定率法より定額法

に変更しております｡また､建物及び構築物の残存価額についても見直しを行い､従来､取得価額の10％

としていたものをゼロに変更しております｡この変更は､現在の市場環境と有形固定資産の使用状況に

鐙みて､経済的便益の費消パターン及び残存価額について､より適切な見積りを行っているものと判断

しております。

　この結果､平成22年３月期の減価償却費は459百万円減少しております｡また､この変更により平成23

年3.11期には38百万円､平成24年３月期には22百万円減価償却費が減少し､それ以時の期で1､890百万

円減価償却費が増加する見込みであります。

９。無形資産
(単位：百万円)

　　　　　　　前連結会計年度
（自　平成20年４月1B　至平成肌年３月3回）

ソフトウェア のれん 特許権 ぞの但 計

取得価額：

　期首残高

　取得

　処分

　外貨換算差額

　振替その池

2, 047

　　㈲

△18?

　△24

　　47

l､341

　　15

　　－

　　一

　　一

1、696

　－

　－

　－

　一

　　82

　227

　　－

　　一

△253

5,167

　3^ii

△1S7

　△24

△205

期末残高 t,982 1,356 1,096 56 5,092

減価償却累計額及び
減損損失累計額ｒ
　期首残高

　償却顕

　減損員失

　処分

　外貨換算差額

　振替ぞの他

△1,23S

　△352

　　△t5

　　186

　　　H

　　　－

△644

　－

　一

　一

　一

　－

△1,659

　△21

　　－

　　－

　　－

　　－

　△0

　ム1

△205

　－

　一

　205

△3,542

　乙375

　△221

　　186

　　　U

　　205

期末技高 △1,407 △644 △1,680 △L △3,m

帳簿価額 575 712 |.5 54 h 357
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　　　　　　　　EDINET提出書類

　　日本電波工業採式会社(£03307)

　　　　　　　　　有価詑券報告沓

(単位：巨万円)

　　　　　　　当連結会計年度
泊平成21年４月1 B　至平成22聯３月3即）

ソフトウェア のれん 特許権 その附 訃

取得価額：

　期首残高

　取得

　処分

　外貨換算差額

　振替その庖

,I,9S2

　　59

△283

　△2

　　t2

i/.m

　－

　一

　一

　一

1、696

　一

　一

　一

　－

　56

　27

　－

　－

△14

5, 092

　S

△283

　△2

　△2

期末残高 i,769 1，356 1,696 腿 4, 890

減画餅却累計額及び
減損損失県計額：

　期首残高

　償却額

　減損損失

　処分

　外貨換算差額

　振替その他

△!.4O7

　△271

　　　－

　　282

　　　2

　　　2

△644

　－

　－

　－

　一

　－

△1､闘0

　△15

　　－

　　一

　　一

ぷ
△1
一

一

一
一

乙3,73･|

　△287

　　　－

　　282

　　　2

　　　2

期末技高 △I, 391 △644 △1,696 △3 △3,735

帳簿価額 377 712
一一 65 1,1-55

（注）償却額は､売上原価､販売費及び一段管理費､及び研究開発資に計上しております。

（1）のれん

　　前連結会計年度及び当連結会計年度における減損テストの結果､資金生成単位の回収可能価額は帳

　簿価額を､上回っているため､減損損｡矢ぱ計上しておりません、

　　ＳＡＷデバイス製品に係るのれんを含んだ資金生成単位の回収可能価額の見積りは､10年間の見積

　将来キャフシュ・フローの割引後の現在価値を使用して算出した使用価値に基づいております。

　　キャッシュ・フローの予測は､実際の経営成績及び３年間の事業計画に基づいております｡見積

　キャッシュ・フローは､下記見使成長率を使用した推定値であります｡予測期間は事業の長期性から妥

　当と判断しております､収益は３年間の事業計繭に基づいており､成長率は6.8%. 10.0%､10.0％とし

　ております。３年間の事築計画を超える期間における年間見積成長率は､2013年度8､0％､2014年度

　5.0%であります､ぞの後の見積成長率は2. 0%であります､費用の予測は３年間の事業計画及び事業計

　圃を超える期間における見積り収益の推移に基づいております岫起用価値の算出に用いた割引率は､前

　連結会計年度は5､4％､当連結会計年度は5.5％であります。

(2)のれん以外の無形資産

　前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

　　世界的な景気後退による需要の減少と競争激化による大幅な価格低下により経営環境が急速に悪化

　したことから、ＳＭＤ水晶振啓子に関連した無形資産について､221百万円の減損損失をその傷の営業

　費用に計上しております。

　　のれん以外の無形資産の回収可能価額は､当該資産が晟する賞金生成｡単位の使用飯眺により測定し

　ており､将来キャッシュ・フローを5.4%で割り引いて算定しております。

当連結会計年度(拐　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　当連結会計年度において計上した減損損失はありません。
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26.法人所得税

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　　　EDINET-提出書類

日本電波工業株式会社伍01807）

　　　　　　有能証券報告書

(単位：ほ万円)

　前連結会計年度

(平成2L年３月3,1P)

　当連絡会計年度

C平成22年ヽ3.月3順）

繰延税金資産

　棚卸資産評価損

　減禍根矢

　棚卸資産米実説利益

　減価償却費及び償却額

　税務上の繰越欠損全

　ぞの他

87

281

　11

324

537

250

　57

386

　52

286

496

248

小計
繰延税金負債との相殺

1､492

△185

1,527

ム119

繰延税全資産計 1.306 1,378

繰延税金灘價

　吠価舞却費及･,測賞却額

　売却可能金融資産評価差益

　新株予約権付社債

　その他

△723

△101

△n5

△443

△740

公主83

　△7

△375

小計

繰延税全資産との相殺

△1, 384

　　185

△1.｡307

　　t49

繰延税金負債計 △1,199 △1, .1.57

繰延悦全資産の絶類 107 220

未認識の繰延税金資産
(単位：百万円)

　前連結会計年度
(平成21年３月ZiU)

　当追給会計年度

(平成22年ヽ３月3順)

将来減算一時差異

脱務上の繰越欠損金

26. 539

　6.311

21，122

　8,342

合計 32,850 29,464

　上記項目にかかる繰延税金資産は､当社グループがその便益を利用するために必要となる将来の課税

所得が発生する可能性が高くないため認識しておりませんｊ防来減算･一時差異は､現行の税法上は失効す

ることはありません｡当社及び一一部の子会社の税務上の繰越欠損金の失効予定は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぞ単位：百万円）

　前連結会計年度C平成21年３月:nB)
　当連絡会計年度
(平成22年３月31日〉

J.年日

２年日

３年回

４年目

５年日以降

　　－

　　一

　　一一

　　－

5,740

　－

　－

　-一一

　－

7,729

未認識の繰延税金負債
(単位：百万円)

　前連結会計年度
(平成21年３月割日)

　当道結会計年度

(平成22年３月31ロ〉

当社か予測可能な将来において配当を行わないと決定したた

め､繰延税金負債を認識していない在外子会吐に対する投資

に関連した一時差異

1肘 133
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一時差異の増減

　　　　　　EDJNET提出書類

日本意波工業株式会社(Ｅ01807)

　　　　　　　有価証券報告書

(単位：百,万円)

一一一一

平成20年

４月１ａ

　残高

倶蒼で認識

　された額

直接資本で

認識された

　　顎

そ政他の包

括利益で認

戦ざれた顎

平成21年

３月3ほ

　残高

損益で認識

　され次額

直談資本で

認識された

　　額

その厄の包

括利益で認

識された額

蓼故智年

３月31日

　残高

汲払寅与

棚卸資産評価損

従業員姶付

売却可能金融資産の公正

価値の変励

咸損損失

棚卸資崖宋実現倶益

有給{和服引当頷

減価徹郎費及び償却額

税務.ﾋの繰趙欠損企

新株予約権付社債

その血

　5卵

　　63

1,102

△161

　49G

　284

　H9

　288

　420

△558

1,080

　△弱8

　　　23

△1.102

　　　－

　△215

　△326

　△149

　△687

　　H6

　△295

△l､249

一

－

－

－

一

－

一

－■

一

737
－

－

一

一

卵

一

一

一

一一

一

一

一

　一

　87

　一

匹72

　281

△42

　－

△卸8

　537

ムU5

△169

　67

△30

　－

　－

　105

　94

　－

△55

ム始

△1^2

　△51

一
一
一

一

一
一

一
一
－

300
－

　－
　一
　－

△85

　－

　－
　－
　－
　－
　－
　－

　　6?

　　57

　　－

△156

　386

　　52

　　－

△祁3

　496

　△7

△220

＆計 3,725 △4, 446 昌7 卸 107 △102 300 △85 220

(注)損益で認識された頓の合計と繰延税全費用合計との差額は､為替の変動によるものでありま聡

　法人所得税費用の構成は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)
　　前連結会計年度

(自　平成20年４月１日

否平成21年３月31日)

　　当道結会計年度
（狗平成21年４月１日
至平成22年３月3謬）

当期税金還付額(乙)

　当期

　過年度修正

△2

－

△85

　17

合計 △2 △67

繰延脱全費用

　一時差異の発生及び解消

　税務上の繰越欠損金の利用又は認識による収益(△)

　未認識の将来減算一時差異の変動

△8,570

　△295

　13,240

　3.648

　　△22

ム3,591

合計 4,375 34

法人所得税費用合計 4､3?3 ム33

実効税率の調整表は次のとおりであります。
(単位：百万円)

　　前連結会計年度
(白平成2ひ年４月1 B
至平成21年３月31H)

　　当巡結会計年度
く自平成21年４月１日
･至平成22年３訓3団）

税引前当期利益又は税引前当期損失(△)

追用税率(40. 4%)における税額

損金算入できない費用

受取配当金の益金不算入額

在外子会社の税率差異による彩管餓

子会社からの受取配当金の消去に伴う影管領

子会社の債務免除益の消去に伴う影響顛

末認識の税務上の繰越欠損金スは一時差異の影響領

その他

△24,358

　△9. 840

　　　59

　　△334

　　　400

　　　545

　　　－

　lX2'iO

　　　303

　4,303

　1, 738

　　883

　△39き

　　△68

　　404

　　808

△3.691

　　認6

法人所得税費用合計 4､373 △33

　適用税率は､前連結会計年度､当連結会計年度ともに当社の法定実効税率である40.4％を使用しており

ます。
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